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成 27 30日 

各 位 

会 社  株 式 会 社  

表 者  表 締役社長   憲 郎 

コ 番号  東証  

問 合  
コ コ ュ

ケ ョン室長 
白 土 朋 之  

        TEL. 03-5284-8326  

 

 

再 防 策 進捗状況 関 知  

 

当社 成 27 28日付 特設注意市場銘柄 指定 び 場契約 約金 徴求

い 知 い 公表い 東京証券 引所 当社 内部

管理体制 い 改善 必要性 高い 認 成 27 29日付 特

設注意市場銘柄 指定  

当社 態 深 省 成 26 12 19 日付 第 者調査委員会 追

加報告書 領 び再 防 策 関 知 公表い 第 者調査

委員会 調査結果 踏 え 再 防 策 全社一丸 組 現時点

再 防 策 進捗状況 記 通 報告い  

 

記 

 

． 進捗状況 

(1) コ バ ン 見直  

 締役会 機能強化 

従来 締役会付議基準 明確 あ 締役会 程 引

締役会 付議 締役会 い 役員 的確 問 点 指摘

機会 い 各 引 い 十 議論 い 承認 い

いう 象 生 い 成 27 日 締役会

決議 締役会規程 締役会 程 引金 関 引毎 個 項目

立 行い 引毎 性質 応 締役会 付議 否 引金 定 改

定 行い 記 改定 あわ 締役会 付議 要 引金 厳格

目的 付議基準金 見直 実施 加え 決裁手 内 い

成 27 日付 組織変更 新設 法 内部統制部門 決裁権限基

準 締役会付議基準 該当 案件 そ 決裁権限 手 い い

確認 議案 程漏 防 い  
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締役会 程議案 い 従来 議 関 前 資料送付 締役会

当日 い 直前 十 議論 い 承認 い い

う 象 生 今後 議 関 資料 十 検討 う 前

総 課 送付 徹底 締役 議 対 理解

深 十 審議 体制 構築  

 

 経営管理部門 強化 CFO 招聘 経理財 部門 人員強化  

当社 営業成績 重 置 表 締役 経営方針 あ 経営管

理部門 業 執行 対 監視監督機能 十 機能

会計処理 関 資格保持者や豊富 実 経験者 少 一部 担当者 業

集中 い 適 ック 行う体制 十 あ そ

解決 成 27 日付 最高財 責任者 CFO 就任 関

知 い 公表い 財 会計 精通 十 経歴 持 人

最高財 責任者(CFO) 招聘い  

そ 時 経理財 部門 い 成 27 日付 金融機関

び 場企業 在籍 い 経理 関 豊富 実 経験 者 幹部職員 採

用い 加え 今後 経理財 部門 人員 増員 複数

各重要案件 ック 行う 体制作 早急 行 い  

 

 社外 締役 増員 

業 執行 締役 対 牽制機能 十 働い い 考え

成 27 23日付 締役 び監査役候補者 選任 関 い

公表い 会社法 定 社外 締役 あ 東京証券 引所

定 基 独立役員 要件 満 社外 締役 従来 増員い

業 執行 締役 対 牽制機能 強化い 従来

社外 締役 締役会 出席 十 今後 毎回全社

外 締役 出席 原則 締役全員 活 議論 行い 監視 監督機能

拡充 図 牽制機能 強化 い  

 

 社外監査役 監視 監督機能 強化 

当社 当社 業 十 対応 知識 持 公認会計士 弁護士 資格

者 新 社外監査役 招聘い 当社 締役 業 執行 い

会計処理 疑義 生 場合 や 公認会計士資格 社外監査役 照会

会計 観点 検証い  

締役 業 執行 い 法 社内規程 疑い 生 場合 い

や 弁護士資格 社外監査役 照会 法的 観点 検証

い  

内部監査 監査役監査 び会計監査人監査等 各監査 実施 あ 連

携 密 情報 共 化 監査 効性 効率性 両立 具体的
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内部監査室 内部監査結果 い 監査役会 毎 回報告 行う 回

程度 目途 監査役会 会計監査人 内部監査室 者 会議 設 会計処理

業 監査 信管理等 含 い 情報共 行 協議 行い 密 コ ュ

ケ ョン 図 適 体制 構築 い  

 

 経営監視委員会 設置 

成 27 日付 経営監視委員会 足 関 知 い 公表い

今後 当社 企業風土 経営管理体制 あ 方 抜本的 見直 目

的 外部 識者 構成 当社 締役会 諮問機関 経営監視委員

会 設置い  

経営監視委員会 機能 今後 当社 経営全般 い 全面的 指導 助

言 監視 監督等 行う 締役会 尊重い 経営監視委員会

い 主 業 委嘱  

 経営体制 整備 諮問 組織体制 再構築 締役会 強化等  

 再 防 策 実施状況 関 諮問 

 コンプ ン 体制 再構築 関 諮問 

経営監視委員 締役会 参加 議 関 審議 活性化

監督機能 強化い 経営監視委員会 ～ 回 定例 び

必要 応 随時開催 当社 経営全般 い 全面的 指導 助言 監視 監督等

行  

 

 内部監査室 充実 

当社 社長直轄 内部監査室 人員 い 部門 間 兼任状態

独立性 び十 監査時間 確保 成 27

日付 組織変更 社長直轄 内部監査室 部門 兼任状態 解消 公認

会計士 資格 従業員 専任担当者 配置い

内部監査経験者 あ 公認会計士 内部監査室 専任 担当者 増員

 

本 業 度 内部監査室 従来 監査手 び監査報告書 内容 見直

今後 業 活動全般 関 法規制や社内 遵 状況等 い 定期的 監

査 実施 社長 1回 報告 行う 各部署 対 や 内部

監査 指摘 項 び改善提案 報告 実施 い 指摘 項 対  

フ ップ 実施 い 予定  

 

 法 内部統制部門 設立 

当社 経営管理本部 属 法 担当者 複数部門 役職 兼任

成 27 日付 組織変更 経営管理本部 独立 法

内部統制部門 新設 法 担当者 複数部門 役職 兼任 状態 解消
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法 内部統制部門 い 決裁手 各種社内規程 見直 図

後的 会計処理 訂 必要 引 度 繰 返 い う 再 防 策

当社 締役会 決議 後 適 実行 い 随時 ック

信管理手 契約締結手 前提 決裁手 押印手 い 各手

い 必 法 内部統制部門 承認 経 各手 適 実行 い

随時 ック  

 

(2) 売 過度 重視 経営方針 見直  

当社 売 過度 重視 経営方針 あ 今回 象 誘引

一要因 い 考え 今後 売 利益 利益

率 ッ ュフ 観点 経営方針 指標 据え 企業 的 定的 展

配慮 経営方針 転換い  

予算策定 目標値 高 設定 成可能性 高い

作成 い 従来 各 業部 算出 予算数値 い 表 締

役 指示 予算管理部門 目標値 引 方法 予算 策定

今 度 業部提出 予算 い 案件や ビ 毎 精査

業部予算 数値 一定 等 成可能性 十 案

作成 う 予算策定 プ 変更 今後 適 予算作成

実施 う 記作成プ ン 定  

加え 従来 議長 社長 予算進捗 確認 び予算 成 強 場

経営会議 い 会議体 あ 方 通 見直  

原則 参加者 本部長 部長 限定 参加者 忌憚 い意見

述 会議 う変更  

売 進捗 確認 会議 あ 方 進捗管理 加え 課 検討 会議 変更

 

う 合議制 個人 過度 売 成 プ ッ い

う 体制 各 業部 個 進捗 共 重要議案 漏 態 防

内部監査室 び監査役 席 課 吸い び監査 指

摘 項 共 実施 問 起 前 会社 前 対応 う

会議 内部監査室や監査役等 指摘 項 共 引

い 疑念や懸念 あ 場合 当該 項 共 透明 案件 い 引 全

体像等 引 適 性 業部長 共 必要 応 引自体 要否 い

全社的 観点 打 合わ 実施い  

 

(3) 法 遵 体制 強化 

 決裁手 関 社内規程 運用改善 

当社 信管理 い 信 認 困難 会社 引 い 一

部 締役 断 決裁 い 場合 あ 今後 う 恣意的

決裁 防 新 決裁手 整備い  
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具体的 従来 経理部門 信管理 実施 成 27

日付 組織変更 当該業 専門 信管理課 法 内部統制部門内

新設 当該業 移管い  

課 業部 引承認申請 い 記簿 ほ 調査会社 信用調査

基 い 信審査 実施 信限度 算出い 経営管理

部 び財 経理本部 部長等 構成 プ ク 審査部 設置 本手 承

認プ 一環 プ ク 審査 実施 案件審査体制 強化

当該機関 各 業部 引 ビ ネ 業採算性 財 ク等

審議 信限度 妥当性 検討い  

記 法 内部統制部門 プ ク 審査部 加え 経理課長 財 経理部長

支払 回 方法等 引条件 関 確認 び承認 承認 経 定 信

限度 引申請 妥当性 考慮 引 可否 断 い 決裁権限者 あ 最高

財 責任者 最終 断 行い そ 後 最終承認 得 案件 い 営業部門 フ

バック 実施 営業部門 当該最終承認結果 基 い 引 開始 ｡ 

引相手方 社会的勢力 該当 ック い 従来 記

引承認申請 申請情報 新規 引 会社 や 表者 社会的勢力 想

定 ワ 記 検索 実施 当該想定 ワ

数 大幅 増加 加え 社会的勢力 観点 重視 ック

用い 風評 ック ほ 法人 業体 実在性 確認 引理由 適 性 確認等

実施  

記 調査 経 引相手方 社会的勢力 該当 否 明確

い場合 当社 顧問弁護士 相談 うえ 警察 対 属性照会手 依

加え ク管理コン ン 会社 顧問契約 締結い

社 独自 保 社会的勢力 属性 関 情報 提供 引実施や

契約解除 い 可否 断 料 活用 社会的勢力 関 遮断

確度 高い 実行 い  

フ 踏 え 信管理規程や ュ 等 新設 改訂 進 い

 

 

当社 い 社内規程 基 決裁手 遵 い 引 行わ 結果

後的 会計処理 訂 必要 引 生 考え  

従来 社長等 承認 契約締結 押印手 い 象 生

契約締結手 前提 決裁手 い 必 法 内部統制部門

び 経理財 部 プ ク 審査部 各承認 経 個 引毎 決裁権限者 決

裁権限基準 定 決裁権限者 わ 部長 本部長 最高財 責任者 表 締役

等 決裁 行う う プ 構築い  

加え 押印手 い 必 法 内部統制部門 最終的 各 引 契約書

再度 ック 押印 運用 規程 整備 運用改善 実施
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い 具体的 決裁権限基準 則 決裁手 び契約審査申請 適

経 い 確認 契約書毎 決裁番号 びそ 内容 法 内部統制部門

確認い 押印 際 契約書 当 者 印章 一 い

押印後 法 内部統制部門 複数 確認 そ 後関連部署 押印済 契約

書 引 渡 体制 構築い  

従来 営業担当者 び経理担当者 契約内容 関 理解 十

今後 営業 経理 両部門 い 契約内容 十 理解 引渡 売 計 要

件 適 断 必要 証憑 全 入手 確認 後 会計処理

う 業 プ び決算手 処理基準 付随 規程類 変更い  

 

 

 内部通報制度 整備 

当社 従来 内部通報制度 周知 会計処理 訂 要

引 生 防 等 目的 顧問弁護士 含 法 内部統制部門

ホッ ン 設置 匿 通報 可能 い ホッ ン 通

報 あ 場合 通報者 利益 生 い う 十 配慮 組 構築

内部通報制度 存在 社内 周知 適時 利用 環境 整え い  

 

 全役員 全従業員 対 防 教育 徹底 

当社 従来 コンプ ン 教育 十 行 わ 締役 従

業員 い コンプ ン 対 認識 十 あ

当社 社内研修 当社 ビ ネ や業界情報 関 情報提供 主 内

容 今後 当該研修 新 コンプ ン 関 研修 当面

間 全社員 対象 少 回 度 開催い そ 後 ヶ

一度 目処 的 研修 実施 予定 加え 会計 法 社面 各

識者 講師 招 当該内容 関 社内 締役 び幹部職 講

予定  

 

(4) 電源開 業部 見直  

当社 会計処理 訂 必要 引 多 行わ 電源開 業部

今後 業 組 い 経営監視委員会 指導 そ 業 等 検証

行い 業 遂行 適 行わ う業 改善 い  

具体的 新規 電源開 業 当面 間 停 ビ ネ び内部管

理体制 見直 行い 転売目的 太陽 電所 売買ビ ネ 今回会計処理

訂 要 引 中心 今後 実施 自主電源 保

電所 開 注力 方針 い  

 

(5) ＩＲ制度 改善 

当社 開示 関 意識 希薄 あ 開示内容 全 社長 最終
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断 委 組 内容 客観的 審議 会議体等 存在

 

対 成 27 日 組織変更 コ コ ュ ケ ョン

室 新設 ＩＲ 対 経験豊富 人 選任者 室長 配置

い 各関 部門 直接社長 断 委 コ

コ ュ ケ ョン室 情報 一元管理 そ 各関 部門長

内容 審議 経 開示 いうプ 見直 い

生 実 関 開示 関連部門長 コ コ ュ ケ ョ

ン室 適 審議 経 最高財 責任者 CFO 承認 得 や 開示

体制 い 適時開示 該当 い 一義的 考え PR情報 ュ

い 記 様 プ 経 適時適 公表 体制 構築

い  

 

． 改善実施 ケ ュ  

紙 参照 い  

 

 

  



凡例 ● ：実績
○ ：計画

：検討
： 実施

細目 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

 コ ポ ガバ ン の見直し
取締役会の機能強化

付議基準の厳格化 ●
取締役会資料の事前送付 ●

 経営管理部門の強化
CFO の招聘 ●
経理財務部門の人員強化 ●

 社外取締役の増員
選任 ●
取締役会への参加 ●

 社外監査役 よ 監視 監督機能の強化
選任 ●
監査連絡会 会計監査人 内部監査室 の開催 ● ○ ○ ○

 経営監視委員会の設置
選任 ●
取締役会への参加 ●
開催 ●

 内部監査室の充実
兼任の解除 ●
人員増員 ●
内部監査結果 基づく改善提案とフォ アップの実施 ●

表取締役への報告 ● ● ● ●
 法務 内部統制部門の設立

設置 ●
規程改訂への取 組み ○
再発防 策の実施状況の確認

 売上を過度 重視す 経営方針の見直し
目標管理指標の変更 ●
予算策定方法の変更 ●
予算策定ガイ ラインの作成 ○
経営会議の見直し ●

 適切 決裁手 の構築、法 遵守体制の強化
 決裁手 関す 社内規程の運用改善

信管理課の設置 ●
信審査方法の見直し ○

審査体制の強化 諮問機関の設置 ●
反社会的勢力排除体制の強化 ●
契約締結手 の見直し ●
決算手 処理基準等、付随規程の見直し ○

 内部通報制度の整備
制度構築 ○
制度運用、社内周知徹底 ○

 全役員 全従業員 対す 防 教育の徹底
研修の実施 ●

 電源開発事業部の見直し
ビ ネ モ の見直し ●
新規の電源開発事業の停 ●
内部管理体制の見直し ○

 IR 制度の改善
コ ポ コミュ ケ ョン室の新設 ●
開示体制の整備 ●

ケ ュ再発防 策
項目

再発防 策の実施 ケ ュ


